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概要：鉄道運行サービスを輸送障害から復旧するためには、鉄道運行に関わる様々な計画を相互の整

合性を維持しながら修正する必要がある。これまでは高いスキルをもった熟練者が担当していたが、近

年の列車ダイヤの過密化・鉄道網の複雑化を背景に、人手による整合性の維持が難しくなり、計画修正

業務の非効率化が問題となっている。そこで本研究では、修正対象の計画がいずれもネットワークモデ

ルで表現できることに着目し、計画修正業務を支援する計画間の相互連携方式として、計画変更や整合

条件を相互に取り込むことができる連結ネットワークモデルと仲介アルゴリズムを考案した。また、提

案手法を用いたアプリケーションとして、列車ダイヤと構内入換計画の計画修正機能を開発した。提案

機能を評価するため、国内の中規模路線を模した列車ダイヤおよび構内入換計画１日分のデータを用い、

実際の計画修正業務を想定した実験を行った。結果として、計画修正業務で提案機能を利用する場合は、

計画をまたがって不整合箇所を修正する手戻り修正の回数を低減できる見込みを得た。 
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1. はじめに 

安定した鉄道運行サービスを実現するためには、定期的

な保守作業や安全設備の新規導入によりトラブルを未然に

防ぐとともに、輸送障害発生以降の混乱をすばやく収める

迅速かつ適切なオペレーションが必要である。 

なかでも、鉄道運行の乱れを回復する計画修正業務の効

率化は安定輸送実現に向けた重要な課題の一つである[1]。

計画修正業務とは、列車の走行計画（列車ダイヤ）や車両・

乗務員の運用計画、各車両基地の構内入換計画2など、列車

運行に必要な各種計画を相互の整合性を考慮しながら修正

していく困難な業務であり、高いスキルをもった熟練者の

手によって行われている。これまでの計画修正業務は図 1

に示すように、列車ダイヤを修正した後に関連計画を修正

するという一方向的な業務が主流であり、各計画の担当者

は不整合を生じないよう経験と勘に基づいて他計画の動き

を想定しながら業務を行ってきた。ところが、近年の列車

ダイヤの過密化や相互直通による鉄道網の複雑化を背景に、

熟練者であっても予期できない計画間の不整合がしばしば

発生している。一度不整合が生じると、以前の計画修正に

さかのぼって再修正する「手戻り修正」を行う必要があり、

業務の非効率化や復旧時間の長期化を招く恐れがある[8]。

よって、効率的な計画修正業務を実現するためには、計画

間の変更により起こりうる手戻り修正の発生を防ぐことが

課題である。 
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2 車両基地内での各編成の検査作業予定や在線状況を表した計画。  

一方、数理的なアプローチで各種計画を作成する個別の

計画自動作成技術は長年研究[3][5][6][7][10][11]されており、

実用化検討も進んできている。 

本研究では、前述の動向を踏まえたうえで、鉄道運行に

おける計画修正業務を支援する相互連携方式を提案する。

特に、車両運用計画を含む列車ダイヤと構内入換計画に焦

点を当て、両計画に対応する計画自動作成技術[6][7]を用い

て手戻り修正回数を低減する相互連携方式を提案する。提

案手法では、鉄道運行に関わる計画はいずれもネットワー

クモデルで表現できることに着目し、計画変更や不整合を

解消するための条件（以降、整合条件と呼称する）を相互

に取り込むことができる連結ネットワークモデルと仲介ア

ルゴリズムを開発した。本モデルは両計画で相互に影響し

あう情報を仲介するノード（仲介ノード）を保有し、それ

を介して両計画を表すネットワークを接続することを特徴

とする。仲介アルゴリズムは仲介ノードを介した計画変更

の伝播方法を定義している。さらに本研究では、上述のモ

デルとアルゴリズムを活用して、一方の計画を変更した場

合に両計画の辻褄をあわせつつ計画修正案を得る計画修正

機能を開発した。 

以下、2 章にて本研究の対象業務を述べ、3 章にて関連

研究を示す。4 章では提案手法および提案機能を説明した

後、5 章にて提案機能の評価と考察を述べ、最後に 6 章で

本研究のまとめと今後の課題を述べる。 

 

― 927 ―

「マルチメディア，分散，協調とモバイル
(DICOMO2017)シンポジウム」 平成29年6月

Copyright (c) 2017 by the Information Processing Society of Japan



2. 対象業務 

鉄道運行は列車の出発・到着する駅と時刻を示した列車

ダイヤが基本となり、列車ダイヤ中の各列車に適切な車両

および乗務員を割当てた運用計画をそろえてはじめて実施

できる。本研究では輸送障害発生後に行われる計画修正業

務を支援することを念頭に、輸送障害発生以前の列車ダイ

ヤ、車両・乗務員の運用計画が事前に与えられているもの

と仮定する（以降、元計画と呼称する）。以降では、図 1に

示す計画修正業務の流れを述べた後、本研究の対象につい

て述べる。 

 輸送障害発生時は、障害発生時刻以降の列車に対して発

着時刻変更や順序変更、運転休止、臨時列車設定などの変

更を加えて、列車ダイヤを再計画する。この作業は運転整

理と呼ばれる。運転整理において、障害規模が小さい場合

は発着時刻や順序変更のみで計画の乱れを平復できるが、

障害規模が大きい場合は列車の運転休止を含む多くの変更

をかけざるを得ず、結果として車両・乗務員の運用計画変

更が必要となる。これらの作業は車両運用整理および乗務

員運用整理と呼ばれ、運転整理によって変更された列車ダ

イヤに対して、車両や乗務員の現在位置、車両の検査状況、

乗務員の休憩有無などを考慮して車両や乗務員を割当てな

おす作業である。 

車両運用整理と乗務員運用整理は作業内容が類似して

いるものの、それぞれ扱う対象が異なるため、実施タイミ

ングが異なる。車両運用整理は現在走行中の車両に紐付く

物理的な制約が強いため、運転整理と同時並行で実施する

場合が多い。このため、運転整理と車両運用整理が同じ担

当者である、または異なる担当者であっても同床化して業

務にあたっている。例えば、運転整理を行う際、車両運用

計画の担当者と口頭で直接相談しながら、各車両の状況を

ふまえて発着時刻変更や運転休止などを決定している。一

方、乗務員は路線内に点在する勤務地（区所）単位で管理

されているため、電話や FAX を介して受領した運転整理結

果に対して、各区所の担当者が乗務員運用整理を行ってい

る。 

さらに、運転整理や車両運用整理の内容次第で、車両基

地への進入・進出する車両やその時刻（入区・出区時刻）

が元計画より変更されるため、車両基地ごとに事前に定め

た基地内番線の使用計画（構内入換計画）を変更する必要

が出てくる。この作業を構内入換計画変更と呼称する。構

内入換計画変更は、運転整理または車両運用整理の担当者

が電話または FAX を介して構内入換計画の担当者に変更

内容を伝えた後に実施される。 

ここで、運転整理と車両運用整理は同時並行で行われて

いるにも関わらず、構内入換計画が同時に考慮されていな

いことに注意する。なぜならば、構内入換計画は車両基地

ごとに異なる番線配置や清掃・作業スケジュール、入換ノ

ウハウ等を考慮する必要があり、計画変更時の判断材料が

非常に多岐に渡るためである。ゆえに、運転整理・車両運

用整理と構内入換計画変更の二作業間では、一方の変更が

他方で不整合を生む可能性が高く、手戻り修正が多く発生

し、計画修正業務全体の長期化・非効率化につながる恐れ

があった。 

本研究では、以上で説明した計画修正業務における計画

間の整合性を維持する課題に取組む。この課題は国内鉄道

[4][9]に限らず、国外（特に欧州）でも報告[3][8]されてお

り、鉄道運行の安定性を向上するための重要課題の一つに

位置づけられる。 

 

3. 関連研究 

輸送障害発生時の運転整理や車両運用整理、乗務員運用

整理など個別の計画修正案を自動作成する研究[3] [5][10] 

[11]は多く取組まれている。一方で、本研究が対象として

いる、各計画を連携・統合して計画修正業務を一括で支援

する研究[4][8][12]は比較的少ない。以降では、これまでに

取組まれた計画連携技術に関する研究について説明した後、

本研究の位置づけを述べる。なお、個別の計画自動作成技

術に関する説明は略するが、本研究は文献[3][5][11]で述べ

られた技術知識を前提としている。 

 

3.1 鉄道運行を司る計画間の連携技術 

鉄道運行を担う計画の整合性を維持するために、各計画

の数理モデルを統合した一つの数理モデルを構築して一括

で計画修正案を得るアプローチが考えられる。このアプロ

ーチは連携する計画間で様々な要素の組合せを考慮する必

要があるため、構築する数理モデルが複雑かつ大規模にな

る場合が多い。例えば、列車ダイヤと構内入換計画を統合

した大規模な混合整数計画問題を構築して最適解を得るこ

とで、構内入換計画を充足する列車ダイヤの元計画を時間

オーダで得る研究[13]が報告されている。しかし、計画修

図 1 計画修正業務のワークフロー 
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正業務はサービス再開を急ぐために迅速に完了する必要が

あるため、計算時間の観点から前記技術の適用は現実的で

はない。 

列車ダイヤと車両/乗務員運用計画はシンプルな数理モ

デルで一括して表現できる[4][12][15][16][17]ことが知られ

ている。これらのモデルは[13]と比較して小規模であるた

め、計画修正案を実用的な時間（数分程度）で得られる。

しかし、計画修正業務で考慮すべき全ての情報を考慮でき

ておらず、作成された計画修正案は依然として手戻り修正

が発生する可能性がある。具体的には、車両/乗務員運用計

画を統合した数理モデルでは、もう一方の乗務員/車両運用

計画が考慮されていない。また、構内入換計画はまったく

考慮されていないか、[17]のように一部の制約しか取り込

めていない。 

実行可能な計画修正案を得るには、上記で説明したよう

な全ての計画を一括で得るアプローチのほか、本研究が属

する分散的に各計画を作成するアプローチが考えられる。

現在、後者に関連する研究事例はまだ少ないものの、本研

究に近い事例として、例えば列車ダイヤ（車両運用計画を

含む）と構内入換計画を分散的に連携し、計画修正案を得

る研究[8]がある。具体的には、これまでに開発されてきた

車両運用計画と構内入換計画の各計画自動作成技術の適用

を前提として、車両運用整理案を構内入換計画で実行でき

ない場合に車両運用整理案を修正するヒューリスティック

アルゴリズムを搭載した相互連携方式が報告されている。

この方式も手戻り修正回数の低減を期待できるが、構内入

換計画において計画が立たなかった車両に限定して車両運

用整理案を修正するため、限られたケースでしか整合性の

とれた計画修正案を得られないと考えられる。 

 

3.2 本研究の位置づけ 

手戻り修正を避けて計画修正案を得るためには、整合性

の維持、つまり各計画の制約を充足しつつ計画変更する必

要がある。例えば、列車ダイヤと構内入換計画を連携する

場合、ある計画変更は車両基地への進入・進出時刻などと

いった計画間で共通する情報の変更という形でやり取りさ

れ、これらの変更が各計画の制約充足状態を乱す。よって、

両計画の制約を常に充足するためには、一方の計画変更に

伴う共通情報の変更が他方の計画で制約を充足するかを検

証する仕組みが必要と考えられる。また、効率よく計画修

正業務を行うためには、前記の検証で制約違反（不整合）

があると判断された場合の整合条件を変更元に反映する仕

組みがあることが望ましい。 

そのため、本研究では計画修正業務において関連する計

画同士を接続し、計画変更を仲介するモデルに基づいて、

計画間で生じうる不整合を避けつつ、複数計画間で並行し

て計画修正を実施する手法を考案した。 

前節を踏まえると本研究の位置づけは次の通りである。 

 

(1)  計画修正業務の対象となる各計画で共通する情報

を仲介ノードとして各計画を接続し、計画変更を仲

介する連結ネットワークモデルを開発した。 

(2)  連結ネットワークモデルを用いて計画間の連携を

仲介するアルゴリズムを開発した。これにより、一

方の計画で個別の自動計画作成技術を用いた場合

も、連結ネットワーク中の仲介ノードの状態に基づ

いて、他方の計画で分散的に計画を更新できる。 

(3)  提案手法を用いた具体的なアプリケーションとし

て、列車ダイヤ（車両運用計画を含む）と構内入換

計画について、手戻り修正回数を低減した計画修正

機能を開発した。 

 

4. 提案手法 

4.1 提案手法の概要 

本研究では、計画修正業務の対象となる各計画がネット

ワークモデルで表現できる[2][6][7][18]ことに着目し、計画

変更や整合条件を相互に取り込める連結ネットワークモデ

ルと仲介アルゴリズムを提案する。図 2 に提案手法の全体

像を示す。本モデルは、両計画で相互に影響しあう情報を

仲介するノード（仲介ノード）を事前に保有し、それを介

して両計画を表すネットワークを接続することを特徴とす

る。仲介アルゴリズムは、仲介ノードを介して計画変更を

相互に伝播する次の働きを定義している。 

 

(1)  計画変更箇所に対応する仲介ノードを抽出し、計画

間の整合性を維持するための整合条件を生成する。 

(2)  一方の計画において、業務上優先度が高い箇所の固

定指定を受付け、他方の計画で融通するように計画

作成時の整合条件を生成する。 

 

以降では、本研究で対象とした列車ダイヤ・車両運用計

画（以降、まとめて列車・車両運用ダイヤと呼称する）と

構内入換計画への適用例を示しながら提案手法の詳細につ

いて示し、最後に提案手法を用いた計画修正機能について

述べる。 

図 2 提案手法の全体像 
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4.2 連結ネットワークモデルの構築 

列車・車両運用ダイヤや乗務員運用計画、構内入換計画

はそれぞれネットワークモデルとして表現できることが知

られている。例えば、列車・車両運用ダイヤでは車両や列

車、入出区、運用開始・終了をノードとして表し、車両を

始点とする１つの巡回路がその車両に割り当てられる一日

の使用予定（仕業）を表すモデル[7]がある。図 3 に具体例

を示す。列車・運用ダイヤ中には車両 A と車両 B が存在し

ており、それぞれの車両が列車１～６および車両基地への

入出区で構成された各実行タスクを実施する計画となって

いる。実行リンクは元計画として設定された実行タスクの

実施順序を示しており、実行可能リンクは元計画から変更

して実施可能な実行タスクに接続している。終端リンクは

車両の運用開始と運用終了に接続しており、ネットワーク

モデルで各仕業を表す巡回路を構築している。 

連結ネットワークモデルは、図 3 のような各計画のネッ

トワークを入力として各計画を実行する前に構築する。ま

ず、二つ以上の計画が共有する資源情報に関するノード（共

有資源ノード）を登録する。次に、各計画のネットワーク

中の実行タスクを表すノードから各計画間で共有する情報

を持つものを仲介ノードとして登録する。例えば、列車・

車両運用ダイヤと構内入換計画では、本線から車両基地へ

の進入を指す「入区」、車両基地から本線への進出を指す「出

区」に該当するノードを抽出する。仲介ノードを抽出する

基準は連携する計画によって様々であるが、二つ以上の計

画が共有する情報はすべて連結ネットワークモデルに登録

する。本研究では、仲介ノードとして「入区」「出区」のみ

を抽出・登録するものとして説明を進める。仲介ノードの

登録を終えた後は、仲介ノードから各計画中の関連するノ

ードに対してリンク（連結リンク）を設定する。連結リン

クは接続された両ノードの識別子情報を含む。次に仲介ノ

ードが持つ資源情報と実施時刻に基づいて実行リンクを設

定し、最後に実施時刻の最も早い仲介ノードと共有資源ノ

ードを実行リンクで結ぶ。 

上記の手順によって、図 4 に示すような各計画間の関係

性を表す連結ネットワークモデルを構築できる。図 4 の例

では、両計画間で共有する資源を表す車両 A/車両 B に関し

て、両計画のネットワークモデル中の実行タスクである入

区/出区を、仲介ノードの入区/出区とそれぞれ連結リンク

で接続した連結ネットワークモデルを構築している。 

 

4.3 計画仲介アルゴリズム 

 本節では、前述の連結ネットワークモデルを活用して、

一方の計画変更を各計画に伝播する方法(4.3.1 節)、またそ

の変更によっていずれかの計画で不整合が生じる場合に元

の計画に整合条件を反映する方法(4.3.2 節)について、列

車・車両運用ダイヤと構内入換計画の連携を例に説明する。 

 

4.3.1  計画変更の伝播 

 ある計画にて計画変更が発生した場合、まずその変更内

容を連結ネットワーク中の仲介ノードに反映する。計画の

変更状況に合わせて、仲介ノードが保有する情報を更新す

るほか、仲介ノードを追加または削除する。例えば、列車

の遅延が発生すると、一部の列車に対して発着時刻の変更

や車両基地での検査を取り止めることがある。この場合、

列車・車両運用ダイヤの変更に合わせて、仲介ノードで保

有する実施時刻（入出区時刻）を更新し、また車両基地で

の検査が必要/中止になった列車に関する仲介ノードを追

加/削除する。ここで仲介ノードの追加/削除は即座に実行

せず、他方への計画変更の伝播後に行うよう連結リンクと

ともに一時退避しておく。 

図 3 列車・車両運用ダイヤを表すネットワークモデル 

図 4 連結ネットワークモデルの構築例 
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 次に、仲介ノードの更新内容を他方の計画へ伝播する。

仲介ノードに接続された連結リンクの接続先である、他方

の計画中の実行タスクに対して情報の更新を行う。また、

一時退避しておいた仲介ノードのうち、削除された仲介ノ

ードについては連結リンクの接続先である対象の実行タス

クを削除し、新規追加された仲介ノードについては他方の

計画中に実行タスクを新規追加した上で連結リンクを設定

する。次に、他方の計画を表すネットワークにおいて新規

追加・削除された実行タスクに対する実行リンクの再設定

を行う。実行タスクが削除された場合はその前後の実行タ

スクをつなぐ実行リンクを新たに設定し、実行タスクが追

加された場合は適切な箇所に挿入した上で実行リンクを接

続し直す。最後に、更新された実行タスクの情報に基づく

制約違反のチェックを行い、連結ネットワークの更新によ

って生じた計画中の不整合箇所を特定する。 

 

4.3.2  整合条件の反映 

 提案手法では、一方の計画変更によって生じた他計画で

の不整合を解消するため、いくつかの仲介ノードの情報を

固定し、各計画中で変更不可能な実行タスクを明示的に設

定することで、他の実行タスクで融通して計画作成できる

ようにする。固定する仲介ノードの候補は、たとえば各計

画において変更不可能としたい重要な実行タスクと連結し

ているノードである。そのような実行タスクは、路線の特

性や輸送障害内容など様々な状況に依存するため、導入す

る路線の計画修正業務の実運用状況に応じて決定するべき

と考えられる。本研究では、「元計画から変更された実行タ

スク」を優先して固定する仲介ノードとして選択する方針

をとる。 

 

4.4 手戻り修正回数を低減した計画修正機能 

 列車・車両運用ダイヤと構内入換計画を対象に、提案手

法を用いた計画修正機能を提案する。図 5 に提案機能によ

る計画修正フローを示し、以降で各ステップの動作を説明

する。なお、本機能は、列車・車両運用ダイヤを管理する

システム（列車ダイヤ・車両運用計画管理システム）およ

び構内入換計画を管理するシステム（構内入換計画管理シ

ステム）が個別の計画自動作成技術を導入していることを

前提としている。本研究では、列車ダイヤ・車両運用計画

管理システムは[7]、構内入換計画システムは[6]で述べられ

ている計画自動作成技術を適用する。 

 

(1) 担当者が輸送障害状況等に基づき、列車ダイヤ・車

両運用計画管理システムに対して計画変更を入力し、

自動計画作成を実行する。 

(2) 列車ダイヤ・車両運用計画管理システムは所定の計

画自動作成技術に基づいて、列車・車両運用ダイヤの

計画修正案を作成する。 

(3) 計画修正案の作成後、列車ダイヤ・車両運用計画管

理システムが連結ネットワーク管理システムに仲介

ノードの更新を要求する。 

(4) 連結ネットワーク管理システムでは列車・車両運用

ダイヤの計画修正案に基づいて仲介ノードを更新し、

連結ネットワークを更新する。 

(5) 連結ネットワークの更新後、連結ネットワーク管理

システムが更新された仲介ノードの連結リンクをた

どり、構内入換計画システムへ更新内容を通知する。 

(6) 構内入換計画システムは受け取った更新内容を自計

画に反映する。この際、計画中に不整合が生じる場合

は所定の計画自動作成技術に基づいて構内入換計画

に関する計画修正案を作成する。 

(7) 仲介ノードの更新内容に対応した構内入換計画の計

画修正案が得られているならば全体の処理を終了し、

担当者に結果を通知する。 

(8) 構内入換計画の計画修正案が得られていない場合は、

固定されていない仲介ノードと接続する入区/出区の

実施時間を変更できるものとして計画修正案を再作

成する。この後、実施時間が変更された入区/出区と

接続する仲介ノードの固定を要求する。 

(9) 連結ネットワーク管理システムにて構内入換計画側

で要求された仲介ノードの情報を固定する。 

(10) 固定設定を受付けた仲介ノードと接続する列車・車

両運用ダイヤの入区・出区の実施時刻を固定とするよ

う列車ダイヤ・車両運用計画管理システムに要求する。 

(11) 列車ダイヤ・車両運用計画管理システムでは、要求

された入区・出区を固定した状態で、所定の計画自動

作成技術で列車・車両運用ダイヤの計画修正案を再作

成する。 

(12) 得られた列車・車両運用ダイヤおよび構内入換計画

の計画修正案を確認する、または計画修正案の作成失

敗結果を確認する。 

図 5 提案機能による計画修正フロー 

 

― 931 ―
Copyright (c) 2017 by the Information Processing Society of Japan



 以上によって、提案機能は列車・車両運用ダイヤおよび

構内入換計画の計画修正案を得る。ここで、提案機能は「元

計画から変更された実行タスク」を優先して仲介ノードを

固定していき、計画修正案を得ることを方針としたため、

本研究では上記に示すような計画修正フローを考案した。

本来は固定する仲介ノードの選択方針に応じて、連結ネッ

トワークモデルの動作内容を踏まえながら、適切な計画修

正フローを策定する必要がある。例えば、列車・車両運用

ダイヤを構内入換計画よりも優先する運用とする場合は、

列車・車両運用ダイヤの計画修正案の情報で仲介ノードを

固定する方針をとる。この場合、提案機能のように構内入

換計画の変更を列車・車両運用ダイヤに反映する部分（上

記ステップ(8)-(11)）が不要となるため、本方針における計

画修正機能は提案機能と異なる計画修正フローとするのが

望ましい。 

 

5. 機能評価 

5.1 対象と実験環境 

提案機能の手戻り回数低減効果を確認するため、列車・

車両運用ダイヤの乱れに対する計画修正業務の模擬実験を

行い、提案機能の有無による手戻り修正回数を比較した。 

実験には、国内の中規模路線を模した車両運用計画およ

び構内入換計画（1 日分）である次の表 1 に示すデータを

用いた。この実験データでは本線に 1 つの車両基地（図 6）

が隣接している路線を想定している。また、本路線におい

て、ある列車が始発駅でのトラブルによって発車が 30 分遅

延し、後続列車も順次遅延している乱れを想定した。 

ここで、実験における手戻り修正回数の定義を与える。

手動または自動によって変更を加えた計画を「変更元計画」、

変更元計画の変更を反映する先の計画を「反映先計画」と

して、手戻り修正回数を「反映先計画で生じた不整合を解

消するために変更元計画を修正し直す回数」と定義する。

なお、今回の実験では変更元計画は列車・車両運用ダイヤ、

反映先計画は構内入換計画を指す。 

また、提案機能を利用せずに計画修正業務を行う場合の

計画修正の流れは以下を想定した。 

表 1  実験データ（元計画） 

列車・車両運用ダイヤ (本線) 

 対象時刻 8:00 – 24:00 

列車本数 277 

車両数 37 

車両運用本数（仕業数） 37 

車両基地数 1 

構内入換計画 (車両基地) 

 入出区回数 26 

作業予定の車両数 10 

入出区用番線数（入出区線） 2 

待機用番線数（留置番線） 16 

作業用番線数（作業番線） 7 

引上用番線（引上線） 2 

 

(1)  変更元計画の計画修正案を作成する。 

(2)  変更元計画から反映先計画へ、時刻指定で計画変更

が行われる。本実験では各車両の入出区時刻が指定

される。 

(3)  計画変更を受付けた反映先計画にて計画修正案を

作成する。 

(4)  反映先計画にて計画を修正できなかった場合、変更

元計画に戻り、変更箇所の時刻を制約違反の発生し

ない最小時刻だけ前後にずらす。 

(5)  再度、変更元計画から反映先計画へ時刻指定の計画

変更を行う。 

(6)  以降、計画修正案が得られるまで(3)-(5)を繰り返す。 

 

5.2 実験結果と考察 

実験の結果、提案機能を用いない場合は計 3 回、提案機

能を用いる場合は計 1 回の手戻り修正が発生した。計画修

正案を得るまでの詳細な変更内容を確認すると、提案機能

を用いない場合は遅延の影響を受けて車両基地内からの出

区が過密となっていた。このため、列車・車両運用ダイヤ

を修正すれども出区に際する使用進路や使用番線の競合が

解消できず、初期の計画修正案から計 3 回の手戻り修正が

発生していた。一方、提案機能を用いた場合は、反映先計

画が実行可能となるような出区時刻で仲介ノードが固定・

伝播されたため、その後の変更元計画の再修正のみで整合

性の取れた計画修正案が得られており、結果として手戻り

修正は 1 回のみであった。 

計画修正案を得るまでの上記の流れを踏まえると、提案

機能は入区/出区時刻の微細なズレにより発生する手戻り

修正回数を低減できていることがわかる。よって、高い頻

度で入出区が行われている場面の計画修正業務に対して、

提案機能は有効であると考えられる。例えば、もともと入

出区回数が多い朝方や深夜での乱れ、列車走行間隔が狭ま

図 6 実験データで想定する車両基地のレイアウト 
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るような大規模な乱れ、高密度な列車ダイヤにおける乱れ

に対して手戻り修正回数の低減を期待できる。一方、入出

区回数が少ない場面では提案機能の効果が小さいと考えら

れるため、構内入換計画での制約が厳しい場合（線路点検

のためにいくつかの進路が長時間使用できない場合など）

で手戻り回数を低減できないか、様々なケースを想定した

実験を行うことが今後の課題である。 

以上より、提案手法およびそれを活用した計画修正機能

を用いることで、特に入出区が高頻度で行われる場面の計

画修正業務を効率化できる見込みを得た。 

6. おわりに 

本研究では、列車運行当日の計画修正業務を対象に、複

数の計画間で並行して計画修正を実施できるよう計画間を

接続する連結ネットワークモデルと仲介アルゴリズムを提

案した。また、計画修正の手戻り修正回数を低減するため、

上記モデルとアルゴリズムを用いて修正内容の競合を避け

て計画間で修正内容を反映しあう計画修正機能を提案した。

この機能について実際の中規模路線を模したデータを用い

た実験を行い、輸送障害を想定したテストケースにおいて

手戻り修正回数が低減できることを確認し、計画修正業務

を効率化できる見込みを得た。 

提案手法の実用化に向けて、実データによる評価実験を

重ね、提案機能が効果を発揮するケースを検証することが

今後の課題である。 
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